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～普通会計決算状況分析主要指標の見方～ 

1 財政力指数‥‥‥基準財政収入額／基準財政需要額で表され、この数値が１に近く、あるいは超える程財政力 

が強いとみることができる。３か年平均の数値。 

 

２ 実質収支比率‥‥‥標準財政規模に対する実質収支の割合である。通常この比率は経験的にみて３～５％程度

が望ましいとされている。 

 （算式：Ｈ１９決算から） 〔実質収支額／標準財政規模×１００〕 

  

３ 経常一般財源比率‥‥‥毎年度経常的に収入され、かつ自由にその使途を決定することのできる財源の標準財

政規模に対する割合である。この比率が高い程財政運営は弾力的であるといえる。 

（算式）（経常一般財源収入額／標準財政規模）×１００ 

  

４ 経常収支比率‥‥‥財政構造の弾力性をみるうえで最も重要な比率であり、人件費、扶助費、公債費等のように容

易に縮減することのできない経常的経費に、税、交付税等を中心とする経常的な一般財源がどの程度充当

されているかを測定しようとするものである。これが市にあっては８０％、町村にあっては７５％を越えると財政

構造の弾力性を失いつつあると考えてよい。 

（算式） （歳出総額のうち経常的経費に充当した一般財源／歳入総額のうち広義の経常的一般財源） 

×１００ 

   

５ 義務的経費比率‥‥‥歳出総額に対する義務的経費の割合である。 

（算式）〔（人件費＋扶助費＋公債費）／歳出総額〕×１００   

 

６ 投資的経費比率‥‥‥歳出総額に対する投資的経費の割合である。 

（算式） 〔（普通建設事業費＋災害復旧事業費＋失業対策事業費）／歳出総額〕×１００ 

  

７ 起債制限比率‥‥‥平成 17 年度までの地方債の許可制限に係る指標であり、算式による過去３ケ年の平均をい

う。  原則として、この比率が２０％以上になると一部の起債が許可されず、３０％以上になると一般事業債が

許可されなくなる。 

（算式）  〔（公債費充当一般財源等額(繰上償還等を除く）＋債務負担行為の財源の一般財源等のうちＰＦＩ

事業における債務負担行為に係るもの－災害復旧費等に係る基準財政需要額－事業費補正により基準財

政需要額に算入された公債費）／（標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額－災害復旧費等に係る基

準財政需要額－事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費）〕×１００ 

８ 財調・積立金現在高比率‥‥‥標準財政規模に対する財政調整基金・積立金（財政調整基金+減債基金+特 

定目的金）現在高の割合である。この比率が高い程将来に対する蓄えが大であるということがいえる。 

（算式）  （財政調整基金（積立金）年度末現在高／標準財政規模）×１００ 

  

９ 地方債現在高比率‥‥‥歳入一般財源に対する地方債現在高の割合である。 

（算式）   （地方債年度末現在高／狭義の一般財源）×１００ 

  

10 実質赤字・連結赤字比率‥‥‥一般会計等（連結赤字比率：特別会計等の全会計を含む）を対象とした実

質 

赤字（連結赤字比率：実質赤字又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率。 

 

11 実質公債費比率‥‥‥一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比

率（以前の地方債発行の指標であった「起債制限比率」から、平成 18 年度以降下水道など公営企業債

の返済に充てられた繰出金なども債務として算定し、この比率が１８％以上になると地方債の発行は協

議制ではなく、これまでと同じ許可制となる。３か年平均の数値。） 

 

12 将来負担比率‥‥‥一般会計等において、今後、将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する 

割合である。 

 

《注》 標準税収入額‥‥‥（基準財政収入額－地方譲与税－交通安全対策特別交付金）×１００／７５＋地方 

譲与税＋交通安全対策特別交付金 

 

標準財政規模‥‥‥‥その地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の 

規模をいう。（標準税収入額＋普通交付税額+臨時財政対策債発行可能額） 

 

狭義の一般財源‥‥‥市町村税（目的税、交付金を含む）、地方譲与税、地方消費税交付金、利子割交 

付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方交付税、ゴルフ場利用税交付金、国有提供施設 

等所在市町村助成交付金、自動車取得税交付金、交通安全対策特別交付金、地方特例交付金の合算 

額。 
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